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長島・大野・常松法律事務所は、約600名の弁護士が所属する日本有数の総合法律事
務所です。企業法務におけるあらゆる分野のリーガルサービスをワンストップで提供
し、国内案件及び国際案件の双方に豊富な経験と実績を有しています。

2024年7月現在、当事務所は、東京、ニューヨーク、シンガポール、バンコク、ホー
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なリーガルサービスを提供しています。

（*提携事務所）
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は、アジアでの駐在経験を持つ多数の日本人弁護士
並びにシンガポール、インド、インドネシア、フィ
リピン、マレーシア等のアジア地域の弁護士資格を
有する外国弁護士が複数名執務しております。当事
務所のアジアプラクティスの現地の中心拠点とし
て、より各国現地に精通したリーガルサービスを迅
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